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増加する世界の核物質在庫量＝
合計１０万発分以上 (2018.6)

• 高濃縮ウラン（HEU）: 1,342.5トン
• 広島原爆~ 20,977 発分 (64kg/発)

• プルトニウム（Pu）: 518.6 トン
• 長崎原爆~86,440 発分 (6kg/発)

• 合計 107,417発分（＋1,260発増）

• 高濃縮ウランはほとんどが軍事利用で、減少中。

• プルトニウムは民生用が7割近くで、今も増加
中。

• 日本は核燃料サイクルによるプルトニウム
保有量（47トン）が非核保有国で最大。

2Source: RECNA, http://www.recna.nagasaki-u.ac.jp/recna/fms/poster
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http://fissilematerials.org/library/ipfm15.pdf

1,342.5 518.6

一つのブロックが50kgのHEU
一つのブロックが5kgのPu

世界の核物質を一部屋に閉じ込めたら…
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高濃縮ウラン在庫量推移
-1990年をピークに減少中
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Source; Zia Mian, Alex Glazer, “Global Fissile Material Report 2015: Nuclear Weapon and 
Fissile Material Production,” presented at NPT ReviewConference, May 8, 2015.  
http://fissilematerials.org/library/ipfm15.pdf
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世界の分離プルトニウム在庫量
推移：民生用が増加中
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Source; Zia Mian, Alex Glazer, “Global Fissile Material Report 2015: Nuclear Weapon and 
Fissile Material Production,” presented at NPT ReviewConference, May 8, 2015.  
http://fissilematerials.org/library/ipfm15.pdf
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核兵器製造への道
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出所：IAEA, 2006

ウラン濃縮

再処理
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核（分裂性）物質をなくす（１）

核物質をなくす

利用・生産を
やめる

在庫をなくす
（削減）

軍事用

民生用

軍事用

民生用

高濃縮ウラン

プルトニウム

プルトニウム

プルトニウム

高濃縮ウラン

高濃縮ウラン

プルトニウム

高濃縮ウラン

兵器用核物質生産禁止条約
（FMCT) ｘ
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「核（分裂性）物質をなくす」（２）
核物質はなくならない

核（分裂性）物質

核分裂性物質と
核分裂生成物

核分裂性物質

燃やす
（変換）

混ぜる。
閉じ込める

捨てる（地層処分）

使用済み燃料

放射性廃棄物

核兵器転用可能 核兵器転用不可能

薄める
（希釈）

高濃縮ウラン

低濃縮ウラン
し燃料として利用

プルトニウム
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軍事用生産をやめる：FMCTについて

• アイゼンハワー大統領の個人的なイニシアティブで1956年に初
めて提案された

• ソ連は当時、プルトニウムとHEUの生産で米国に大きな後れを取って
いたのでその提案を拒否

• 1991年の冷戦の終結とソ連の崩壊で、状況は急速に変化

• 米、ロシア、フランス、英国の4カ国は、兵器用のHEUとプル
トニウムの生産を1996年までに終了、中国は1991年に兵器用
の核分裂性物質の生産を中断したと見られる。
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FMCTの問題点

• 条約の範囲；
• 海軍推進炉（潜水艦等）用のHEU生産は認められる
• これまで生産した核分裂性核物質の在庫条約の対象にはならない
• すでに軍事用ではないとされた核物質は保障措置におかれるか（NPT

では核兵器国は保障措置下に置く義務はない）
• 2000年のNPT再検討会議で5カ国は「そのような物質が永久に軍事プログラムの

外側にとどまることを保証するために、IAEAもしくは他の関連する国際的な検
証の下に……できる限り速やかに、もはや軍事目的には必要でなくなったと各国
政府が認めた核分裂性物質を置くこと」を誓ったーー2010年のNPT再検討会議
で再確認できず・・・

• 2010年パキスタン軍縮大使は「パキスタンと、明らかに有利なスター
トをする隣国（インド）との間の核分裂性物質保有量の非対称性ある
いは不均衡の現状を凍結する条約を受け入れることはできないだろ
う」と主張ーインドは自国の民生用核物質を将来軍事転用する選択肢
を保持している（保障措置下においていない）

11



FMCTの問題点
検証の問題：核兵器国への保障措置の導入

• NPTの下では非核保有国の濃縮・再処理施設は保障措置下にあるが、
核保有国の施設は保障措置の義務がない。ただし、EURATOMでは仏
英の民生用施設に保障措置が入っている。

• 保障措置を考慮しないデザインの施設に保障措置を入れることになる。

• 次の5点が必要となる。
• 閉鎖した濃縮及び再処理施設が稼働していないこと
• 稼働している濃縮及び再処理施設で生産された核分裂性物質が転用されていな

いこと
• 秘密裏に行われている生産がないこと
• 疑わしい軍事用核施設での生産がないこと
• 海軍推進炉燃料サイクルからHEUの転用がないこと
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閉鎖された濃縮及び再処理プラント

濃縮プラント
国 施設 稼働期間
中国 ランチョウ 1964〜1998

ヘイピン 1975〜1987
フランス ピエールラット 1967〜1996

ジョルジュ・ベス 1979〜2012
英国 ケープンハースト 1954〜1982
米国 テネシー州オークリッジ，電磁方式 1945〜1947

テネシー州オークリッジ 1945〜1985
オハイオ州ポーツマス 1956〜2001
ケンタッキー州パデューカ 1952〜2013

再処理プラント
中国 チュウチュアン 1970〜1984

コワンユワン 1976〜1990
フランス マルクール，UP1 1958〜1997
ロシア マヤーク（旧オゼルスク），BBプラント 1959〜1987

セヴェルスク（旧トムスク7） 1956〜2012
ジェレズノゴルスク（旧クラスノヤルスク26）1964〜2012

英国 セラフィールド，B204 1952〜1973
米国 ハンフォード，T及びBプラント 1944〜1956

ハンフォード，REDOXプラント 1952〜1967
ハンフォード，PUREXプラント 1956〜1990
サバンナリバー，Fキャニオン 1954〜2002
ウェストバレー，民生用 1966〜1972
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利用・生産をやめる：プルトニウム

• 核5大国の軍事用プルトニウム生産はすべて終了した。
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軍事用生産はインド、パキスタン、イス
ラエルで増加中

イスラエル

パキスタン

インド
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利用・生産をやめる：プルトニウム

• 問題は民生用プルトニウム：再処理活動で増加中。
プルトニウム在庫量
（場所別）

その他

日本

ロシア

フランス

英国
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世界の分離プルトニウム在庫量（2014）：再
処理国が最大の保有国、日本は４番目で非核
保有国では最大。

17
Source; Zia Mian, Alex Glazer, “Global Fissile Material Report 2015: Nuclear Weapon and 
Fissile Material Production,” presented at NPT ReviewConference, May 8, 2015.  
http://fissilematerials.org/library/ipfm15.pdf

民生用（国外）

民生用（国内）

軍事用余剰

軍事用

再処理国
フランス

日本

ロシア
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http://fissilematerials.org/library/ipfm15.pdf


プルトニウム貯蔵施設(米国、サバンナリバー）
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余剰プルトニウムの燃焼・処分

• 2000年、ロシアと米国は、それぞれが少なくとも34トンの「解
体核兵器」からの兵器級プルトニウムの処分を約束する、プル
トニウム管理・処分協定（PMDA）を締結

• 余剰兵器級プルトニウムを処分するのに利用可能な選択肢
• 「使用済み燃料基準」：使用済みLEU燃料中のプルトニウムと同じよ

うにアクセスし難くなる状態にすること

1. プルトニウムを元々分離した再処理施設にて、他の放射性廃棄物と
ともにプルトニウムを安定した固形化して地層処分（“固化処分”）。

2. プルトニウム酸化物を劣化ウラン酸化物に混合して混合酸化物
（MOX）燃料を製造し、米国の軽水炉でこの燃料を照射する。
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余剰プルトニウムの燃焼・処分
• ロシアは、民生用プルトニウム及び増殖炉開発プログラムに使用す

る余剰兵器用分離プルトニウムのすべてを常に蓄えることを優先
• 2000年に、もし米国とその同盟国がMOX燃料製造技術とそのプログ

ラムへの十分な資金を提供するならば、核兵器プルトニウムのほと
んどを軽水炉用のMOX燃料内で照射することに同意

• 米国は、既存のBN-600増殖原型炉及び建設中のBN-800増殖炉で照
射できるようになることに同意。

• 米国は4億ドルを提供することを約束した。その際、米国が要求した
条件は、34トンの余剰兵器プルトニウムをすべて照射し終わるまで、
照射された増殖炉使用済み燃料（余剰兵器プルトニウムでつくられ
た）からロシアがプルトニウムを分離しないこと。

• ロシアは、米国との合意更新をせず、現在はまだプルトニウム燃料
での燃焼は進んでいない。
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余剰プルトニウムの燃焼・処分
• 米国は最初、固化処分とMOX燃料の両方のルートを探求する二重アプ

ローチを採用。2002年、ロシアが米国にも、ほとんどのプルトニウムを
照射するよう要求したので、米エネルギー省は、二重アプローチはコスト
がかかりすぎるとして固化処分行程をあきらめた。

• 2013年初めの時点で、米国のMOX燃料製造施設のコスト見積もりは2002
年の10億ドルから77億ドルへと増加した。その施設と関連する廃棄物固
化建屋の建設及び運転に予想されるコストは22億ドルから180億ドルに膨
れ上がった。

• 最終的に、2013年初め、オバマ政権はMOX燃料としての使用を通じたプ
ルトニウム処分に代わる案を検討していると発表した。

• 主要な代替案は次のとおり。
• 希釈して、ニューメキシコ州の南東の地下650メートルの岩塩層を削ってつくった空

洞内の放射性廃棄物隔離パイロットプラント（WIPP）に処分されるプルトニウム汚
染廃棄物といっしょに処分する

• 高レベル廃棄物ガラス内で固形化する内缶キャニスタ法を採用する
• セラミック内で安定固化し、掘削孔深部に処分する
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朝日新聞、2016年3月2日
http://digital.asahi.com/articles/DA3S12
238090.html

http://digital.asahi.com/articles/DA3S12238090.html


分離プルトニウムの直接処分
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出所：Frank von Hippel, Gordon MacKerron, 「MOX利用に代わる道；分離プルトニウムの直
接処分オプション」 （田窪雅文訳）、International Panel on Fissile Materials (IPFM)、
2015年4月。http://kakujoho.net/npt/lttr_moniz.html#moxalt

http://kakujoho.net/npt/lttr_moniz.html#moxalt


プルトニウム管理の透明性向上

• 国際プルトニウム指針(INFCIRC549)
• プルトニウム管理に関する政策や在庫量を自主的に公表することで、

透明性を高めることが目的。指針はその公表のやり方を定めたもの。

• 1997年に合意。米、ロシア、英、仏、中国、日本、ドイツ、ベルギー、
スイスの9か国が参加。

• 各国がプルトニウム管理・利用政策を公表し、年末の保有量を共通の
形式によって、施設区分ごとに発表する。

• 指針はトンベースの発表だが、日本はキログラムベースの発表。

• 需要と供給のバランスをとること、高濃縮ウランの保有量も同様に公
表することを奨励している。
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http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2017/siryo27/siryo2.pdf
25

http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2017/siryo27/siryo2.pdf


核セキュリティサミット(2014/3)

• 世界的な核物質の最小化への貢献に関する日米首脳によ
る共同声明

• 日本はFCAの特殊な核物質を全量撤去することを決断したことにより，その
指導力を示した。これは，核物質の保有量を最小化するというこれまでの全
てのサミットのコミュニケの精神に則ったものである。日米両国は，更なる
HEUとプルトニウムの最小化のために何ができるかを各国に検討するよう奨
励する。

http://www.mofa.go.jp/mofaj/dns/n_s_ne/page18_000244.html

• ハーグサミット共同コミュニケ
• 我々は，国家がそれぞれの国内的要請と一致する形で，HEUの保有量を最小

化し，また分離プルトニウムの保有量を最小限のレベルに維持することを奨
励する。

http://www.mofa.go.jp/mofaj/dns/n_s_ne/page22_001001.html
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プルトニウム管理に新たな「規範」：
4つのオプション

1. 国際プルトニウム指針の強化（透明性向上）

2. 国際プルトニウム貯蔵（IPS)

3. プルトニウム処分国際協力

4. 再処理中止と撤退
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１. 国際プルトニウム指針強化
“Mitigating Security Risks from Separated Plutonium: Some near term steps” by John Carlson”
www.nti.org/media/documents/NTI_Paper_Mitigating_Security_Risks_FINAL-April2018.pdf

• 需要を明確に表記（今後3年間程度）

• 供給は上記需要に合った分のみに抑制

• 「余剰」プルトニウムを定義（ex. 3年間で消費できない保有
量）し、余剰プルトニウムをＩＡＥＡに移管

• 円滑な運転に必要な「在庫量（working stock)」の定義が課題

• 高濃縮ウランの在庫量もできる限り公表

• 核燃料サイクルの経済性、必要性について公表
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2. 国際プルトニウム貯蔵

• オプション１：「余剰」プルトニウムのみ貯蔵

• オプション２：民生用プルトニウム在庫量をすべて貯蔵

• オプション３：「余剰」軍事用在庫量を含むすべてのプルトニ
ウムを貯蔵

• プルトニウムをIAEAの管理下におく。貯蔵場所は変更する必要
は必ずしもない。

• 「需要」が証明された分のみ、貯蔵から引き出すことができる。

• 核保有国が非核保有国のプルトニウムを引き受けることを奨励
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3. プルトニウム処分の国際協力

• プルトニウム在庫量削減は、日本のみならず、英・仏・ロシ
ア・米国などプルトニウム保有国共通の課題。

• プルトニウム在庫量削減手段（MOX燃焼、廃棄物処分等）の共
同開発、費用共同負担など、国際協力の可能性を検討する価値
あり。

• 一国の最適化は世界的な最適化とは限らない

• 世界全体での最適化を図るための国際協力の価値は高い

• 英国は、2011年に「英国内貯蔵の外国籍プルトニウムの所有権
を引き取ること」を提唱。

30



英国はプルトニウム引き取りの提案（2012）
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出所：リチャード・オッペンハイム、「英国のプルトニウム管理について」、原子力委員会第５６回定例会議、資料、２０１２年１２月２１日、
http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2012/siryo56/siryo1.pdf

http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2012/siryo56/siryo1.pdf


４．再処理の中止と撤退

• 現在、世界で民生用再処理を実施しているのは4か国（英、仏、
ロシア、日本）のみ。4か国が合意して、所有するプルトニウ
ムを融通することで、在庫量削減がすすむ間、再処理中止に合
意する。

• その間に国際的にも、新たな再処理施設の建設・運転開始を中
止。既存の施設は多国間管理に移行する。

• その前例として、北東アジア非核兵器地帯において「再処理施
設の設置禁止」を組み込む。（濃縮施設も多国間管理に移行す
る。）
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パグウォッシュ会議における議論

• 核兵器と戦争の廃絶を目指す科学者団体「パグウォッ
シュ会議」が2015年11月1〜5日、初めて長崎で世界大会
を開催。

• 公開セッション、ワーキンググループで原子力平和利用
のリスクを議論。その中で、プルトニウム在庫量増大に
対する共通懸念。

• 有志31人が安倍首相に「再処理計画無期限停止」要請書
簡を提出。

http://kakujoho.net/npt/lttr_ngsk.html

• 評議会声明にて「民生用、軍事用問わずすべての国にお
いて再処理（プルトニウム分離）の中止」を提言。燃料
サイクルの多国間管理も検討。

https://pugwashconferences.files.wordpress.com/20
15/10/statement_final.pdf
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